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図I-11 電波強度により3次元位置を計測する無線タグ 
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障害者自立支援機器等研究開発プロジェクト 

 分担研究報告書 

 

RTミドルウェアを利用した住環境のシステム化 

研究分担者 谷川 民生、鈴木 圭介、梶谷 勇、大原 賢一 

神徳 徹雄、角 保志、金  奉根、小島一浩 

 

研究要旨 

 本稿では、システムの可変性を可能とするRTミドルウェアの開発ならびに機能のモジュール

化について報告する。また、住環境に組み込む機能として、アクティブキャスター、プロセス

提示支援ツール、無線タグといった各障害者に対する支援のための開発した機器について報告

する。 

 

A.  研究開発目的 

 

 本研究課題では、障害者の自立支援となる

福祉機器の新たなシステム化技術を提案す

る。 

 従来の福祉機器は、障害者の意図を抽出す

るヒューマンインターフェースの機能、例え

ばジョイスティックや押しボタンスイッチ、

音声入力装置などと、その入力されたデータ

に基づいて各機能を制御する出力側の機能、

たとえば環境入力装置においては、家電機器

を操作する赤外線出力機能等が一体型で提

供されてきた。しかし、障害の程度は千差万

別であり、誰にでも適用できるヒューマンイ

ンターフェース装置は現実的に実現するこ

とは困難である。また、進行性による障害や、

障害者自身が年齢を重ねることによって、従

来使っていたヒューマンインターフェース

装置が使用できなくなるといった状況も存

在する。一方、障害者が何らかのヒューマン

インターフェース装置を利用し、家電製品、

もしくは電動車いす等の障害者を支援する

側の出力機器を制御する場合においても、そ

の出力機器も常に同じものを使い続けるこ

とは難しく、適宜、新たな製品を制御する必

要性がでてくる。このような背景にありなが

ら、障害者用の福祉機器は、元来市場が小さ

く、機器の出荷台数は限られるため、ほぼ

個々の障害者に応じた特注品ということに

なってしまう。このため、機能の割には非常

に高価な製品として販売されている。 

 すなわち、従来の一体型のシステムではな

く、システム内の各機能をモジュール化する

といった新たなシステム化技術により、シス
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テムとして各機能を一体型にする必要をな

くし、さらに、住環境に各機能を分散配置す

ることで、障害者の自立した生活を住環境全

体で支援することを可能とする、新たな住環

境モデルを提案することを目的とする。 

 

B.  研究開発方法 

 

 本研究開発では、障害者を支援するシステ

ムに対し、システム内部の機能を分割し、そ

れぞれをモジュール化することで、システム

として容易に変更や追加を可能とする仕組

みを導入し、様々な障害者に対して、最適か

つ低コストに支援システムを提供するシス

テム化技術を導入し、実証を行う。本システ

ム化技術としてRTミドルウェアと呼ばれる

基板技術を採用する。これは、モジュール化

された各機能間を、規格化された通信インタ

ーフェースによって容易に結合することが

可能な技術である。福祉機器の中のヒューマ

ンインターフェース機能を有する入力装置

ならびに、その入力信号によって制御される

家電等の出力機器をそれぞれモジュール化

し、各モジュールがネットワークを介して通

信する仕組みをRTミドルウェアを利用する

ことで容易に実現でき、これにより、障害者

に応じて様々な入力装置を選択することが

可能となり、また、家電等の出力装置につい

ても必要に応じて適宜追加変更することが

可能となる。本事業ではRTミドルウェアを介

して、接続する各機能を障害者からの要求に

よって、いくつか選択し、それらをモジュー

ル化することで、対象となる障害者自身に適

したシステムを構築し、実際に利用していた

だくことで、システムの可変性の有効性を評

価していく。なお、実際に評価する場合の実

験においては、産業技術総合研究所ならびに

参画機関である国立障害者リハビリテーシ

ョンセンターのライフサイエンス実験に関

する倫理及び安全管理規程に基づき、人間工

学委員会による審査を経て、進めていく。 

 

C. 研究開発結果 

C-1. RTミドルウェア 

 

 産業技術総合研究所知能システム研究部

門では、ロボット要素であるアクチュエータ、

センサなどをモジュール化し、ネットワーク

を介して、容易にロボットのシステムを構築

可能とするRTミドルウェアという技術を有

している。 

 RTミドルウエアは、様々なロボット要素（R

Tコンポーネント）を通信ネットワークを介

して自由に組み合わせることで、多様なネッ

トワークロボットシステムの構築を可能に

する、ネットワーク分散コンポーネント化技

術による共通プラットフォームである。この

技術は元来ロボットの開発ツールとして開

発されてきたが、移動ロボットやヒューマノ

イドロボットといった単体のロボットのみ

だけではなく、ロボット以外のシステムにお

いても同じようにシステム化が容易に構築
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できる。例えばセンサ、アクチュエータを生

活空間の中に分散配置させ、ネットワークを

介して協調することにより生活支援や介護

を実現するといった、一見ロボットには見え

ないがロボット的な技術を利用したシステ

ムも構築することが可能となる。日本ロボッ

ト工業会では、こうしたロボット技術の総称

を RT(RobotTechnology) と呼ぶことが提言

されており、RTミドルウエアは、ロボット技

術要素をソフトウェアレベルでモジュール

化し、その再利用性を高めるミドルウェアと

しての機能を有している。 

 RTミドルウェア上では、各機能毎にRTコン

ポーネントとよばれる単位にモジュール化

される。RTコンポーネントとは、各機能毎の

特有のプログラムやドライバプログラムが

含まれ、それらがRTミドルウェア上の共通ネ

ットワークプロトコルとしてモジュール毎

に通信できるようにラッピングされたもの

である。通常、プログラム毎でネットワーク

を介して通信するためには、相互のプログラ

ム上で通信の確立やデータの構造を規定す

る必要があるが、RTコンポーネントにするこ

とで、RTミドルウェア側で通信に係るプロセ

スを代替するため、ユーザは上記の通信する

ための作業を特段意識する必要はなく、RTコ

ンポーネント同士の通信が容易に構築でき

る。また、RTミドルウェアでは、各RTコンポ

ーネントはRT System Editorと呼ばれる支

援ツールによってビジュアル的にソフトウ

ェアレベルで接続を管理でき、要求される仕

様によって、適宜システム構成を容易に変更

することができる。 

 図II-1-1にRT System Editorの外観を示

す。中心のウィンドウであるSystem Diagram

 Windowにおいて、作成されたRTコンポーネ

ントがビジュアル的に表示されている（図II

-1-1中の黄緑および青のボックス）。すなわ

ち、入力機器や出力機器をRTコンポーネント

化することで、System Diagram Window上で

確認することができるようになる。このRTコ

ンポーネントには入出力ポートが設置され

ており、各出力ポートから入力ポートへとビ

ジュアル的に接続することで、実際にはネッ

トワーク経由によって、各コンポーネント間

の通信が確立され、データの受け渡しが可能

となる。このようにソフトウェアレベルで各

コンポーネントのシステム構成を変更する

ことが可能であるため、ヒューマンインター

フェースに係るRTコンポーネントを変更し

たい場合は、既存のRTコンポーネントの接続

を解除し、新たなヒューマンインターフェー

スのコンポーネントから出力機器に係るRT

コンポーネントへ接続するだけでシステム

構成を変更することができる。 

 

C-2．環境からの分散された機能による支援

モデル 

 

 前節のように各機能はネットワーク上で

並列的に配置することが可能となることで、

従来の福祉機器のように一体型に収める必
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要性が薄くなる。すなわち、環境のどこに設

置してもかまわないことになり、逆に言うと、

必要な箇所に自由に設置できることになる。 

 図II-1-2に従来のシステムとネットワー

ク上に配置したシステムの比較を示す。従来

の一体型のシステムの場合は、そのアプリケ

ーションプログラムにおいても、システム内

の構成が変化することで、修正する必要が出

てくるが、RTコンポーネントによって各機能

がモジュール化されていれば、アプリケーシ

ョンプログラムは、各機能固有の制御プログ

ラムを組み込む必要がなく、システムの変更

においては、最小限の修正で対応可能となる。

また、それぞれの機能が組み込まれる段階で

USB機器のようにプラグ＆プレイの機能をRT

ミドルウェア側で持たせることが可能であ

り、ユーザーが特に意識しなくても、システ

ムの変更についてはシステム側で対応する

仕組みを構築することが可能である。 

 前述したように、全ての機能がネットワー

クで連結することが可能となれば、今までの

福祉機器のように一体のシステムとしてま

とめる必要がなくなり、必要な箇所に自由に

設置できることが可能となる。すなわち、障

害者が最も長く暮らすこととなる自身の住

環境ないに分散して配置することが可能と

なる新たな住環境モデルを構築することが

可能となる。このようなコンセプトとして、

ユビキタスロボティクスというコンセプト

が提案されており、この中では、住環境に

様々なセンサ、アクチュエータを分散配置し、

ホームサーバーといった部屋の環境を管理

制御するPCによって、各機能は制御され、住

環境を利用する障害者の支援を行うことが

可能となる。図II-1-3に、各機能が分散配置

された住環境モデルの概念図を示す。それぞ

れのセンサやアクチュエータは分散配置さ

れ、各機能がネットワークで連係動作するこ

とが可能となっている。この仕組みはRTミド

ルウェア上ですべて、構築されることで、シ

ステムの構成はすべてソフトウェアベース

で変更、追加することが可能となる。概念図

では、分散される機能の粒度が、センサやア

クチュエータといったかなり細かいものま

で示されているが、現実的には、福祉機器の

機能毎、すなわち、入力機能（音声入力装置、

ジェスチャー入力装置等）、出力装置（テレ

ビ、エアコン等）の単位でモジュール化する

ことが望ましいと言える。 

 

C-3. 障害者用住宅に導入されるモジュー

ル化された機器 

  

 本事業は、住宅内の障害者の自立を支援す

る環境を構築することが目的となる。RTミド

ルウェアを利用することで、多様なシステム

を構築することが可能となるが、反面、対象

となる障害者の状態を明確にしなければ、シ

ステムの仕様が定まらないという課題も現

れてくる。 

 構築するシステムは、大きく分けて、障害

者の意図を認識するヒューマンインターフ
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ェース機能（入力機能）と、その認識された

信号から、各種住宅内に配置される住宅設備

（テレビ、エアコン等）の出力機能に分けて

モジュール化する。すなわち、障害者に対す

るヒューマンインターフェース機能は、個々

の障害者に応じたものを適宜選択すること

が必要であり、それぞれの障害者の入力を支

援する特有の機能が必要であることから、ヒ

ューマンインターフェース機能毎にモジュ

ール化し、用意することが要求される。本事

業においては、ヒューマンインターフェース

機能として、そのニーズが大きいであろうと

思われる、肢体不自由者を対象とし、「音声

入力装置」および「ステレオカメラによるジ

ェスチャー入力装置」を対象とした。上記2

つの装置については、それぞれ、本事業の分

担研究として「音声による操作インタフェー

ス」「ジェスチャーによる操作インタフェー

ス」が進められており、その中で各機能の詳

細が説明されている。 

 一方、出力機能については、ヒューマンイ

ンターフェース機能側とは反対に、健常者も

含む幅広いユーザーが利用できることが必

要となる。すなわち、福祉機器の全体的なコ

ストを下げるためには、障害者に特有の機器

の部分はなるべく少なくし、できるだけ汎用

的に利用されている機器を導入することが

必要であり、健常者も含めた汎用製品であれ

ばあるほど、製品単価が低くなり、システム

全体のコストも軽減される。 

 出力機器については、家電と住宅設備に大

きく分かれる。家電については、ほぼ赤外線

リモコンで制御することが可能となってい

るため、赤外線を出力する機器をネットワー

クに連結することで、ほとんどのリモコン制

御可能な家電機器については、遠隔制御可能

となる。本事業での遠隔操作する家電として

は、テレビ、ビデオ、照明を対象とした。 

 その他住宅設備機器については、対象とな

る障害者に合わせて開発したものであるが、

製品単価を下げるためにも、健常者も含めた

幅広いユーザーに適用できる製品として開

発している。本事業で開発された出力機能側

の機器としては、アクティブキャスターと呼

ばれる、キャスターにアクチュエータを組み

込んだものである。これらを家具に取り付け

ることで、特に車いすで生活している障害者

が、住宅内の移動の際、邪魔となって困って

いる家具を能動的に動かすことで、部屋が広

くなくても車いすの移動するスペースを確

保し、移動支援を行うことを可能とする。 

 上記の出力側の機器としては、主に車いす

で生活している肢体不自由者を対象とした

ものであるが、今回、それ以外において、脳

機能障害の方に対する調理支援システム、視

覚障害者の生活支援に係るシステムを提案

している。脳機能障害の方に対する支援とし

て、調理プロセスを順番に提示する情報支援

システムを開発した。また、一方的な情報支

援だけでは、実際に調理作業が遂行されてい

るかどうか判断できないため、外部からのセ

ンサ情報でなるべく料理手順を推定するこ
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とが必要となる。その一つのセンサシステム

として本事業の分担研究として「人感センサ

ーを用いた見守り技術」が進められている。

これについても、別途、分担研究報告書にお

いて機能の詳細をまとめている。その他の見

守りのセンサーとしては、調理器具が正しく

利用されているかどうかを判断するために、

各調理器具にICタグを付加し、それをチェッ

クするタグリーダーをモジュール化した機

器を開発した。また、各調理の際の行動をな

るべく推定しやすくするために、冷蔵庫や食

器棚の開閉を検知するマグネット式センサ

をモジュール化している。 

 各種センサ情報と情報支援システムとの

連携については、相互のシステムの間にセン

サ情報を蓄積するデータベースを介するこ

とで、システム毎にモジュール化しやすくな

る。すなわち、その他の障害者支援システム

との連携も考慮すると、住宅内の様々な環境

情報は一端、データベースに情報を蓄積し、

データが必要なシステムは、そのデータベー

スにアクセスすることで、環境情報を取得す

る構成にしている。そこでセンサ情報を蓄積

するデータベースについても、モジュール化

し、様々なセンサ情報を随時蓄積できるよう

なセンサデータベースを構築した。これにつ

いても入出力はRTミドルウェア上でアクセ

スできるようにRTコンポーネント化されて

いる。 

 また、視覚障害者に対する支援機能として

は、住宅内の環境を視覚障害者の目のかわり

に取得するかという目的で、WEBカメラ画像

からの家具の位置を把握する画像システム、

ならびに、電波強度による3次元計測を可能

とする3次元位置計測無線タグ、ブザーによ

る音で環境にある物の位置を知らせるブザ

ー付き無線タグ、以上の3種類の支援機器を

開発した。 

 

C-4. アクティブキャスターによる移動家

具システムの開発（歩行困難な肢体不自由者

の支援住環境モデル） 

 

 従来から各所においてウェルフェアハウ

スの住宅モデルが提案されている。その中で

は、バリアフリー等により車いすで生活しや

すい環境を構築するといったコンセプトの

もと、様々なアイデアを盛り込んだ住宅モデ

ルが展示されている。ほとんどの住宅モデル

は車いすでの旋回や移動がしやすいような

間取りの広いへや廊下となっている。しかし

実際の障害者の住宅においては、一般の住宅

と同じか、それよりも狭いことが普通であり、

経済的にも厳しい障害者が多い中では、モデ

ル住宅のような広い間取りを有する住宅環

境の方は少ないことがヒアリングによって

確認されている。すなわち、狭い間取りでも、

車いすでの自立生活を支援する仕組みが必

要と言える。車いすで生活している障害者に

対するヒアリングでは、机やイスと言った家

具が部屋にあることで、健常者に取っては適

宜移動すれば済むことが、障害者にとっては、
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非常に困難であるために、移動において介護

者の補助が必要となっているとの意見をい

ただいた。現状では車いすを住宅内で利用し

ている方は、それなりの広い間取りの家を有

している方で、通常は住居内で生活すること

も困難であり、通常車いすは外出用のみで外

に置いているケースが多い。住宅内では、ほ

ぼベッドに寝たきりの状態で過ごすことが

多くなってしまう。また、外に車いすを置い

てくため、雨の日などは、車いすを利用でき

ず、外出することが困難であるとの意見をい

ただいている。 

 以上から、間取りの狭い部屋でも、車いす

での生活が可能な住宅モデルを提案するこ

とが重要であり、その原因となっている家具

について、介助者に代わって、家具が能動的

に移動するシステムを組み込むことが、一つ

の解決策となると考えられる。近年、オフィ

スにおいては、机やイスにフリーのキャスタ

ーが設置されており、移動に際しては簡易に

できるようになっている。すなわち、このよ

うなキャスター単位で、移動を能動的に可能

とするシステムを導入することで、それらを

協調動作させることで、障害者の意図に応じ

て、住宅内の家具の間取りを変化させること

ができる。 

 図II-1-4、図II-1-5に、開発したアクティ

ブキャスターの外観を示す。キャスターには

車輪を2輪有しており、それぞれがアクチュ

エータによって独立に動作する。キャスター

が回る部分はポテンショメータにより回転

角度を計測できる以外はフリーで回転する

構造となっている。すなわち各キャスターの

ステアリングについては、それぞれの車輪の

回転速度の差によって制御する構造になっ

ており、このようにすることで、直進する際

は2個のアクチュエータの推進力を利用でき、

効率よく高い推進トルクを得ることができ

る。本事業では2種類のアクティブキャスタ

ーによって評価を行った。図II-1-4のアクテ

ィブキャスターは、ギヤ比を高くすることで、

速度は低いが高トルクを実現する仕様とな

っている。また、図II-1-5のアクティブキャ

スターはギヤ比を落とした分、アクチュエー

タのサイズを大きくし、速度を重視したモデ

ルとなっている。また、生産コストを下げる

ために、低コストな加工部品を積極的に利用

している。 

 このようなシステムを導入する際に注意

する点としては、ユーザーが自身の必要性に

応じて適宜必要な場所に設置し、すぐに動作

することが重要となる。すなわち、各アクテ

ィブキャスターをユーザーが必要な数、必要

な場所に適当に設置しても、システム側が、

その設置状況を自律的に把握し、ユーザーに

極力技術的な作業を行わないようにする仕

組みが重要となる。このため、キャスター本

体には小型の制御用CPUが組み込まれており、

ユーザーが簡単なキャリブレーション動作

を行うことで、キャスター自体が、自身の設

置位置を計測する機能を有している。これに

よりユーザーにおいては、専門的な知識を持
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たずとも、すぐにアクティブキャスターを利

用することが可能となる。また、アクティブ

キャスターは、通常のフリーのキャスターと

の併用が可能であるため、重量の重い家具に

おいても、フリーキャスターと併用して利用

することで、垂直加重を分散させることが可

能であり、重い家具の水平方向への推進力が

十分であれば、アクティブキャスターの個数

は、全体のコストに応じて変更することが可

能となっている。図II-1-6にアクティブキャ

スターの強度と出力の関係を示す。家具をX

軸Y軸への2次元の並進動作、ならびに回転動

作、すなわち三自由度の動作をさせる場合、

最低限2つのアクティブキャスターがあれば

実現できる。すなわち、図II-1-6における、

左下の構成図が最低限のアクティブキャス

ターおよびフリーキャスターの構成となる。

そこで、設置する家具において、より推進力

が要求される場合はフリーキャスターをア

クティブキャスターに変更することが可能

であり、コストが高くなるが、推進力は増加

する。また、重量のある家具を移動させる場

合、キャスター自体の過般重量が超える場合

は、フリーキャスターを適宜増やすことで、

各キャスターに加わる加重を分散させるこ

とが可能となる。フリーキャスターとアクテ

ィブキャスターとの数の割合については、コ

ストと必要な推進力とのバランスによって

決定され、その構成はすべてユーザーの仕様

によってシステム側はいかようにも対応す

ることが可能となっている。 

 本事業においては、大小の２つのサイズの

テーブル、イス、移動型タンス、配膳カート、

ドアといった5種類の家具および1種類の住

宅設備を対象とした。これらにアクティブキ

ャスターを設置することで、ネットワーク上

に配置されているヒューマンインターフェ

ース機能（音声入力装置、ジェスチャー入力

装置、ジョイスティック装置）によって自在

に制御出来ることを可能とした。図II-1-7、

図II-1-8、図II-1-9にそれぞれアクティブキ

ャスターを取り付けた家具を示す。これらは、

ヒューマンインターフェースからの信号に

よって自在に制御可能となる。図II-1-10に

実際に障害者の方の音声入力によって家具

が移動する実験の画像を示す。実験環境とし

ては、車いすに乗っている肢体不自由な障害

者が、廊下へ行きたい状況において、家具が

邪魔であり、その家具を音声入力装置によっ

て、移動するように指令を与えることで、決

まった位置に自律的に移動できることを確

認した。このように家具自体が自律的に動作

することで、住環境の間取りを自由に変化さ

せることが可能となり、部屋の利用形態も状

況に合わせて変化させることが可能となる。

また、このようなアクティブキャスターの設

置については、専門的な知識がなくとも自在

にシステムを構築することが可能とならな

ければならない。特に、アクティブキャスタ

ーの設置場所については、ユーザーの仕様に

よって適宜変更されることが一般的である

ことから、どの場所に設置されたとしても、
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簡単なキャリブレーション方法によって、容

易にアクティブキャスターを取り付けた家

具として制御出来る仕組みが必要となる。図

II-1-11に、専門的な知識がない一般の介護

者に配膳カートにアクティブキャスターを

自ら設置し、キャリブレーションを行い、リ

モコンで操作するまでの課程を実証実験し

た結果を示す。設置のプロセスは以下の通り

である。 

（１） 両面テープによりアクティブキャス

ターを配膳カート背面の適当の位置に設置 

（２） 配膳カートの真ん中を中心にキャス

ター毎回す。（これにより、アクティブキャ

スター自身で回転中心からの距離を算出し、

自身の設置位置を計算する。） 

（３） リモコンにより配膳カートを制御 

以上の簡単なプロセスで配膳カートを自律

移動台車のように制御出来るようになる。最

初に1分ほどの説明で、上記の設置プロセス

を遂行することが可能となったことで、専門

的な知識のない一般の方にも手軽に利用で

きることが確認された。 

 

C-5 調理支援におけるプロセス提示支援ツ

ール 

脳卒中の後遺症のある方の支援モデルの

構成例を図 II-1-12 に示すが、プロセス提示

支援ツール、コンテンツ作成ツール、住環境

に設置されたセンサーなどから構成される。

プロセス提示支援ツールとコンテンツ作成

ツールについては、現状ではパーソナルコン

ピュータ（PC）上で動作するアプリケーショ

ンとして開発しているが、将来的にインター

ネット上のサービス、あるいは携帯端末上の

アプリケーションなど、エンドユーザが利用

しやすい形態での提供を考慮して、Adobe 

Flashベースのアプリケーションとして開発

した。 

本システムの特徴は、以下の 3点に集約で

きる。 

（１） 環境にセンサーを設置し、連携する

ことができる。 

（２） 作業手順をテキストと動画で提示

できる。 

（３） 提示する作業手順のコンテンツを

手軽に作成できる。 

（１）は図 II-1-12 にあるように、RT ミ

ドルウェアを用いることによって、手軽にセ

ンサーを設置し、症状や環境の変化に応じて

センサーの構成を変更することができる。 

（２）ついては、動きのある作業は文字だ

けで説明するのは困難であるが、動画を併せ

てわかりやすく提示することができる。図

II-1-13 に画面構成を示すが、左側に作業手

順のリスト、右側に動画を提示する。左側の

作業手順の提示は、自分が行っている作業が

わからなくならないように、遂行中の作業だ

けをハイライトし、実行済みの作業は目立た

ないように表示し、これから行う作業は表示

しない。 

左側の作業手順リストには、「みる」「で

きた」ボタンがあり、「みる」を押すと動画
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が再生され、作業が完了して「できた」ボタ

ンを押した時にセンサーの情報を取得し、コ

ンテンツ作成ツールで設定された期待値と

の比較を行い、問題がなければ次の作業に移

行する。 

テキスト情報としては、各シーンの説明に

加え、動画再生完了時と「できた」ボタン押

下時（作業完了時）にメッセージを表示する

ことができる。作業完了時のメッセージは、

センサーを用いない場合、センサーの期待値

と一致する場合、センサーの期待値と異なる

場合の 3 つの異なるメッセージを出力でき

る。また、各作業の目標時間を設定し、目標

時間超過時にメッセージを表示することも

可能である。各メッセージは、以下に説明す

るコンテンツ作成ツールを用いて、あるいは

設定ファイルを編集して変更することがで

きる。 

（３）のコンテンツ作成については、当事

者をよく知る医療従事者、家族などが作成す

ることが望ましいと考えられ、PC 上で手軽

に作成できるように設計した。図 II-1-14、

図 II-1-15 に示すコンテンツ作成ツールを

用いて行うが、図 II-1-14 に示すように、右

側に動画を表示しながら、作業の切れ目で

「しおりをつける」ボタンを押してシーンを

分割する。すると、左側でシーンに対するメ

ッセージを作成することが可能となる。メッ

セージはシーンの説明に加え、前述のように、

動画再生完了時と「できた」ボタン押下時表

示するメッセージを図 II-1-15 のようにプ

ルダウンメニューを選択して個別に設定す

るか、あるいは、設定ファイルの中で指定す

ることも可能である。作業の目標時間は図

II-1-15 のように指定できるが、目標時間を

設定しないときは 0秒とする。また、目標時

間超過時のメッセージは、設定ファイルの中

で指定する。センサー情報の期待値も本ツー

ルを用いて設定することができる。 

 プロセス提示支援ツールで用いる動画と

しては、医療従事者や家族が撮影したものに

加え、インターネット上で公開されている動

画ファイルを用いることができる。例えば図

II-1-16 は、AJINOMOTO が公開しているレシ

ピ大百科1の「肉野菜炒め」の動画を用いて

作成したコンテンツを提示したところであ

る。また、図 II-1-17 は、延岡市作成してネ

ット上で公開している AED(自動体外式除細

動器)使用方法2のビデオを用いて作成した

コンテンツであるが、高次脳機能障害者に対

する作業手順の提示にとどまらず、一般的な

マルチメディア教材として、講習会の資料、

教科書や参考書の付録教材などとして活用

できると考えられる。 

 脳卒中の後遺症等による高次脳機能障害

においては、急性期、回復期、慢性期と進行

する病院でのリハビリテーションに加え、退

院後の在宅でのリハビリテーションが重要

な要素である。このため、病院間、そして病

                                                  
1 http://www.ajinomoto.co.jp/recipe/ 
2 
http://www.city.nobeoka.miyazaki.jp/99/kyumei_
susume/aed.html 
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院から在宅現場への情報伝達が重要である

ものの、現状では、円滑な情報伝達が行われ

ていないケースがある。また、複数のスタッ

フでリハを実践するケースにおいては、スタ

ッフ間の情報伝達も十分に行われていない

場合がある。プロセス提示支援ツールのコン

テンツ修正情報を適切に管理することによ

り、このような情報伝達に寄与できるのでは

ないかと考えている。 

 また、本システムは症状や住環境の変化に

対応できるだけでなく、将来的な動作認識技

術の進歩により高度なセンサーなどが開発

された場合に、容易に導入することが可能で

あることも特徴の一つである。 

 

C-6 視覚障害者支援における環境取得技術 

 

 視覚障害者支援としては、視覚に頼ってい

る環境認識において、技術的にどれくらい支

援できるかということについて評価するこ

とになる。肢体不自由者の場合は介護者にお

ける負担を軽減し、自ら自立して生活できる

住環境を構築する開発指針であったが、視覚

障害者の場合、一人暮らしの場合は、自身の

住環境について、自ら変更することとなり、

また、自身の生活訓練として、住環境が常に

同じ状態であるように維持するために、技術

的な支援の必要性が薄いと言える。反面、家

族等の健常者との共同生活となると、環境が

動的に変化することとなり、その環境変化が

視覚により認識できないことで、技術的な支

援が必要となる。以上の開発指針の基、住環

境における環境変化、すなわちイス等の家具、

ドアの状況を環境から認識し、障害者に伝え

るシステムについて検討した。ここでは、以

下の3種類のツールを開発した。 

（１）WEBカメラ画像による環境認識ツール 

（２）無線タグによる3次元位置認識ツール 

（３）ブザー付き無線タグによる環境提示ツ

ール 

（１）WEBカメラ画像による環境認識ツール 

 通常カメラ画像による環境情報の把握は

高度な画像処理および認識技術が要求され、

実用に耐えうる認識は難しいものとされて

いる。本事業では、イスやドアといった頻繁

に移動される家具に対して、2次元的なマー

カーを貼り、そのマーカーをWEBカメラでト

ラッキングすることで、安定なマーカーの位

置の認識を行うシステムを構築した。図II-1

-18にWEBカメラ画像によるマーカー検出の

処理画像を示す。WEBカメラは天井に設置さ

れ、パン、チルド、ズームの機能を有し、画

像内のマーカーを検知し、画像のどの位置に

あるかを画像内の位置およびパン、チルドの

センサ情報から抽出し、常にトラッキングし

ていく。また、ズームすることで、マーカー

の位置や姿勢を精度良く検知することが可

能となっている。本環境下での精度としては、

マーカーからWEBカメラの距離に依存するが、

10[cm]～5[cm]の範囲の精度で計測できてい

る。基本的には、イス等の移動を検知するも

のであるため、距離計測の精度よりも、10［c
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m］以上動いたことを認識できることが重要

となる。評価においては、視覚障害者の感覚

的に持っている精度以下であれば、有効であ

ると考えられるため、その感覚的に持ってい

る精度と合わせて必要精度を評価する必要

があると考えている。 

（２）無線タグによる3次元位置認識ツール 

 天井等から見える比較的大きな家具やド

アといったものであれば、WEBカメラによる

環境認識ツールで情報を得ることができる

が、ゴミ箱等の隠れてしまうものについては、

その位置の変化を計測することは難しい。こ

のような小物の対象物に対して、天井に設置

した送信機から発せられる電波強度を受信

機である無線タグが計測し、部屋の3次元位

置を計測する無線タグによる3次元位置認識

ツールを開発した（図II-1-19）。 

 本デバイスは，125kHzの電波を受信し，そ

の電波の強度に基づき，距離を計測するデバ

イスである．電波は，距離が遠くなるにつれ

て距離の二乗に反比例して強度が減衰して

いくため，電波の強度から電波の発信源と，

電波の受信器の間の相対位置を導出するこ

とが可能である．相対距離に応じた電波強度

を計測したものを図II-1-20に示す．また，

同様の実験を既製のZigbee無線機で行った

場合のデータを図II-1-21に示す．図II-1-20,

 図II-1-21を比較すると，本センサが安定し

て動作することが分かる．既製のZigbee無線

機は、通常2.4［GHz］帯の電波を利用してお

り、開発した無線タグは124kHzの電波を利用

している。通常、高周波数帯の電波は、直進

性は良好であるが、壁等の反射（マルチパス）

が起こり、送信機から直接送られる電波と壁

を反射して送られる電波が混ざってしまう。

これにより、電波強度のみで距離を計測する

ことは困難とされる。本開発した無線タグは

124kHzと、周波数が低いために、マルチパス

が起こった電波は急速に減衰し、送信機から

送られる電波のみ電波強度が支配的になる。

そのため、安定した電波強度が得られ、距離

計測に利用できることとなる。また、高周波

数の電波は、人体等の水分に比較的吸収され

やすく、電波の間に人体が入ると、急激に強

度が減衰してしまう。この問題に対しても、

影響が少ないため、良好な計測結果が得られ

ている。 

 こうしたセンサを用い，天井に設置した3

カ所の送信機からの電波強度を計測し、三角

測量の原理で位置計測を試みた．図II-1-22

に真値と誤差を，表II-1-1にこれらのデータ

をまとめたものを示す．3つの送信機で構成

される三角形の外側では，十分な精度が出て

いないが，三角形の内側では，10cm以下と電

波強度を利用した無線タグとしては十分な

精度が得られることが確認された． 

 

（３）ブザー付き無線タグによる環境提示ツ

ール 

 視覚障害者が、より簡単に物の位置を確認

するには、音で判断することが有効である。

よって手軽に音を発するデバイスを無線タ
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グと組み合わせることで、必要な家具や小物

に手軽に貼り付け、他のヒューマンインター

フェースからの指令に応じて、音を発するブ

ザー付き無線タグを開発した。既製品として、

対となった送信機のボタンを押すと、受信機

側のブザーがなるようなものが販売されて

いる。本開発品は、原理的には同じであるが、

それらがネットワーク経由で、どのヒューマ

ンインターフェースからでも、その指令によ

って音がなるようにされていることが重要

であると考えている。すなわち、RTミドルウ

ェア上に既製品の仕組みを組み込んだ装置

と考えることができる。図II-1-22にブザー

付き無線タグの外観を示す。図中の右の製品

がブザー付き無線タグであり、左の製品がホ

ームサーバー等に設置する無線集約局であ

る。無線集約局は住環境内に一カ所設置する

ことで、住環境内の複数のブザー付き無線タ

グに信号を送ることが可能となっている。ま

た、無線集約局はRTコンポーネント化されて

いることから、他のRTコンポーネント化され

たヒューマンインターフェースからの信号

により、ブザー付き無線タグを動作させるこ

とが可能となっている。 

 

D. 考察 

 

 本事業においては、モジュール化された各

機能をつなぐ基盤技術として、RTミドルウェ

アを採用し、多様な障害者の特性に応じたシ

ステム構築を可能とすることを目指し、いく

つかの代表的な機能をモジュール化し、様々

なヒューマンインターフェースから指令を

受けて制御出来ることを確認した。特に今回、

アクティブキャスターで家具を移動すると

いう従来の福祉機器にない、新たな機能を提

案した。今回は、主として肢体不自由者の車

いす移動に伴い、邪魔となる家具の自律的移

動および既存のドアの自動化にアクティブ

キャスターを適用した。一方で、視覚障害者

とのヒアリングにおいても、通常の家具が動

的に移動することは、逆に環境を変化させる

こととなり、危険な状況になるが、移動され

た家具が、かならず初期位置にもどるような

制御を行うことは、視覚障害者から見ても便

利なツールとして利用できるとの意見をも

らっている。また、視覚障害者のそばを必ず

定位置に移動してもらうカートとして利用

できるならば、鍼灸治療の際に非常に便利と

の意見をもらっている。すなわち、視覚障害

者の多くは鍼灸の仕事に就いており、鍼灸治

療の際に、治療器具をカートに乗せている。

実際に鍼灸治療をする際は、消毒をする必要

があるため、消毒後は治療器具のカートを手

で引き寄せることはできないという課題を

もっていた。今回のアクティブキャスターを

治療器具のカートに利用することが可能で

あれば、治療作業が非常に効率よくできると

のアイデアをいただいている。このように本

事業での対象以外の用途にもアクティブキ

ャスターは広がる可能性があり、そのために

もRTミドルウェアを通信基盤として、様々な
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アプリケーションに対してシステムを改変

できる仕組みが有効であると感じられた。今

後の課題としては、アクティブキャスターの

低コスト化であり、用途によってはオーバー

スペックの可能性もある。すなわちアクティ

ブキャスターとしてのバリエーションも今

後検討していく必要があると考えられる。 

 

E. 結論 

 本事業においては、RTミドルウェアを利

用した住環境のシステム化ということで、い

くつかの機能をRTコンポーネント化し、対

象となる用途に対してシステム化すること

で、対象となる障害者に対してのシステムの

多様性、可変性を示すことができた。一方、

その構築されたシステムがどの程度、対象と

なる障害者に取って有効であるかの評価は

十分ではなく、その評価手法が明確化されて

いないと、システム側に変更の自由度があっ

たとしても、どのように変更すべきかの指針

が決まらないという問題が起こってしまう。

まずは、障害者の状態が定量的にモデル化で

き、それに対する支援システムの仕様が明確

に決定できる枠組みを合わせて検討してい

く必要がある。障害者の状態のモデル化につ

いては、国際生活機能分類（ICF）といった

枠組みが存在するため、その分類とシステム

の仕様の関係を構築していくことが重要と

考えている。 

 

F. 健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

 

 

G. 研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 2.  学会発表 

 該当なし。 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 該当なし。 

 2. 実用新案登録 

 該当なし。 

 3.その他 

 該当なし。 
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図 II-1-１ RT System Editor 

 

 

  
従来のシステム            RT コンポーネント化され 

                  ネットワーク上に配置されたシステム 

図II-1-2 従来のシステムとネットワーク上に配置されたシステム 
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図II-1-3 各要素が分散配置された住環境空間 

 

 

  

 

図II-1-4 アクティブキャスター（高トルク型） 


